
第２章

「アラブの春」をめぐるトルコの対外政策
――経済・安全保障環境の変化と中東地域秩序の今後――

岩坂 将充

はじめに

エルドアン（Recep Tayyip Erdo

^

gan）の率いる公正発展党（Adalet ve Kalkınma
Partisi: AKP）が２００２年１１月に単独政権の座について以来，トルコは経済的に目

覚ましく発展し，「民主化」も着実な進展をみせている。２０１２年までの約１０年間

で，トルコの GDPは推計１兆１２５４億米ドルと約２．１倍に，国民一人当たり GDP
も推計１万５０２９米ドルと約１．９倍に成長し（１），２０１２年１０月の時点で前者は世界第

１６位，後者は第６５位の規模となっている（IMF２０１２）。また民主化に関しても，

１９４６年の複数政党制導入以降もたびたび政治介入を行ってきた軍の影響力を，

EU加盟プロセスにおける諸改革によって制度・非制度の両面から抑制すること
に成功し，現在のところ多くの分野において文民優位のかたちで政軍関係の安

定を実現している（岩坂２００８）。

このような実績を挙げ，現在第３期目の単独政権を担っているエルドアン政

権と AKPの大きな特徴のひとつは，党のルーツに親イスラーム的背景（２）をもち
ながらも，軍や司法に代表される共和国建国以来の世俗主義「体制」と絶妙な

バランス感覚によって共存し，「体制」の「論理」を利用して緩やかな「体制」

変革を試みている点にある。AKPの直接のルーツは，１９９７年にその親イスラー
ム性ゆえに軍の圧力によって退陣を余儀なくされたエルバカン首相（Necmettin

Erbakan，在任期間１９９６年６月～１９９７年６月）が率いていた福祉党（Refah Partisi:

RP）と，その後継政党の美徳党（Fazilet Partisi: FP）である。AKPは，FPが２００１
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年に解党された後に，エルバカン路線を継承した至福党（Saadet Partisi: SP）と

袂を分かった現実路線の改革派（yenilikçiler）が中心となって結成された。AKP
は過去の親イスラーム政党とは一線を画し，自らを保守あるいは中道右派と規

定したうえで，「体制」が長年目標としてきた EU加盟やそこで謳われる基本的
人権の尊重，民主化の進展，自由主義経済を標榜することでより幅広い層から

支持を集め，結党からわずか３カ月足らずで政権を獲得し現在まで維持してい

る。

このような背景をもつ AKP・エルドアン政権のもと，トルコは近隣の中東地
域においても存在感を増している。当初は首相府主席補佐官として，２００９年か

らは外相として対外政策を指揮するダヴトオール（Ahmet Davuto

^

glu）は，自身

の著書や論文（Davuto

^

glu２００１；２０１２）のなかで示した行動指針である「近隣諸

国とのゼロ・プロブレム」（“kom�ularla sıfır sorun”）や欧米以外にも積極的に目
を向ける対外政策の「多角化」を実践し，国際社会・地域社会におけるトルコ

の地位向上という目標において一定の成功を収めてきた。２００９年までのイスラ

エル・シリア間の和平調停や現在も続くイランの核開発問題の調停などは，そ

の最たる例である。

しかし，２０１０年末から中東地域に展開した「アラブの春」と呼ばれる一連の

政治変動は，チュニジアやエジプト，リビア，イエメンで長期独裁政権の崩壊

をもたらし，トルコの隣国であるシリアもバッシャール・アル＝アサド政権と

反政府勢力との間で内戦状態に陥るなど，大きな周辺環境の変化を招いた。議

会制民主主義の経験が長く体制崩壊の可能性が小さいトルコにおいては，「アラ

ブの春」が直接国内のアクターを大きく動揺させることはなかったが，エルド

アン政権が積極的に構築・発展させてきた中東諸国との関係は少なからぬイン

パクトを受け，時を同じくして変化した国内情勢と相まって，「アラブの春」以

前には比較的安定していたトルコの対中東政策は岐路に立たされることとなっ

た。

では，「アラブの春」を受けてトルコの対中東政策に具体的な方針転換はあっ

たのだろうか。あったとすれば，それはどのような域内関係・地域秩序の在り

方をめざしたものなのだろうか。そもそも，近年のトルコの対中東政策はどの

ような背景のもとで策定され，実行に移されてきたのだろうか。

本章では，まず，エルドアン政権以前のトルコの対外政策における中東の位
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置づけを確認し，１９８０～１９９０年代にかけて現在の対中東政策の背景が形成されつ

つあったことを指摘する。そして，２００２年に AKPが政権を獲得して以降の対中
東政策を，対外政策全体の方針転換とともに整理し，それをもたらした国内情

勢を経済と安全保障の分野に注目して分析する。ここではとくに，エルドアン

政権の第１期目（２００３～２００７年）および第２期目（２００７～２０１１年）において，同時

期の政軍関係の変容が対外政策に与えた影響についても言及したい。これらを

ふまえた後，エルドアン政権の第３期目（２０１１年～）とやや重なるかたちで生じ

た「アラブの春」が，政権の対中東政策にどのようなインパクトを与えたのか，

そしてそれは具体的にどのような変化をもたらしたのかを，やはり国内情勢と

関連付けながら検証する。そして最後に，トルコの対中東政策がどのような中

東地域秩序の「再編」を見据えているのかについて，考察を加えたい。

第１節 トルコの対中東政策

１．トルコにおける対外政策の伝統

近年エルドアン政権による対外政策の「中東重視」が指摘され注目されるよ

うになったことからもわかるように，それ以前のトルコの対外政策において中

東地域はあまり関心を集めてこなかった。むしろ，トルコの伝統的な対外政策

は，極端に「欧米中心」に展開されてきたということができる。

トルコの欧米中心の対外政策は，共和国初代大統領アタテュルク（Mustafa

Kemal Atatürk）やその右腕であり第２代大統領となったイニョニュ（

・

Ismet

・

Inönü）

の時代（１９２３～１９５０年）に，共和国の建国理念であるアタテュルク主義

（Atatürkçülük，あるいはケマリズム―Kemalizm）とともに確立されていった。ア

タテュルク主義は，世俗主義や国民主義（民族主義）に代表される諸原則から構

成され，そこでは「現代文明水準への到達」，つまりトルコが西欧諸国に比肩す

る近代国家となることが目標とされている（３）。またそれと同時に，新生共和国を

安定的に発展させていくために，周辺国際環境の平和が求められた。そのため

対外政策の基本概念として「内に平和，外に平和」（Yurtta Sulh, Cihanda Sulh）

というスローガンが掲げられ，周辺諸国と大きな問題を生じさせない善隣外交
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が展開されることとなった。

このような欧米志向の強い善隣外交においては，不安定な中東諸国との関係

構築は長らく積極的には推進されず，その発展は限定的なものにとどまった。

域内における最低限の二国間関係は構築されたが，１９３７年にイラン・イラク・

アフガニスタンと締結されたサアダーバード条約は不可侵条約としての側面が

強く，また冷戦期に存在した中央条約機構（Central Treaty Organization:CENTO）（４）

も，対ソ連同盟としてアメリカ主導のもと組織されたものであり，大きな成果

を挙げることなく加盟国の政変や脱退などにより１９７９年に解体された。この一

方で欧米諸国との関係は大きく発展し，第２次世界大戦後にはマーシャル・プ

ランを受け入れ，１９５２年には NATOに加盟するなど，冷戦期には西側諸国の同
盟国としてその役割を果たしていくこととなった。現在の対 EU関係の基礎もこ
の時代に築かれ，１９４９年の欧州評議会（Council of Europe）への加盟や１９５９年の

欧州経済共同体（European Economic Community: EEC）への準加盟申請（１９６３年承

認）などによって，トルコは経済・安全保障の両面で欧米中心の対外政策を継続

してきたのである。

２．１９８０～１９９０年代の変化

このようなトルコの対外政策路線は，欧米諸国との摩擦があった場合にも，

冷戦期の西側諸国や NATOの枠組みにおいて著しく変化することはなかった。
１９６０年代にキプロスをめぐってギリシャと関係が悪化した際には，国内の対ギ

リシャ強硬論の盛り上がりにもかかわらず，当時首相であったイニョニュはジョ

ンソン米大統領の介入中止要請・圧力を受け入れざるを得なかった。また，１９７４

年にキプロス北部への侵攻を決断したエジェヴィト連立政権（Bülent Ecevit，１９７４

年１月～１１月）も，NATOの一員として米英との交渉を継続し，脱退を示唆した
ギリシャ政府とは対照的な対応をみせた（Birand１９８７，４８１―４８４）。

そうした状況に最初に変化が現れたのは，１９８０年クーデター後の民政移管に

よって誕生した祖国党（Anavatan Partisi: ANAP）のオザル政権（Turgut Özal，１９８３

年１２月～１９８９年１０月）においてである。オザル政権が誕生する背景となった１９８０

年クーデターは，軍が左派・右派の武力衝突による内戦状態を終結させる意図

をもって起こしたものであるが，軍事政府は国家の一体性を回復すべく，「建国
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の父」アタテュルクの理念であるアタテュルク主義の国民への浸透を図ると同

時に，民族や宗教といった既存の価値観を「トルコ・イスラーム総合」（Türk-

・

Islam Sentezi）の名のもとに再提起していった（岩坂２０１１，４５―５４）。これにより，

トルコ民族主義とイスラームは互いが結び付く範囲において従来になく主張さ

れるようになり，教育政策を中心とした内政においてはもちろん，対外政策に

おいてもこれらが意識され，ソ連崩壊により中央アジアに誕生したトルコ系諸

国や中東諸国が視野に入れられる素地が形成されたのである。

このような背景のもと，対中東政策の変化はまず経済の分野において現れた。

オザルは首相ならびに大統領（１９８９年１１月～１９９３年４月）の時代に，軍政時代から

進められてきた経済自由化や輸出振興政策のなかで中東諸国への貿易や投資を

拡大させた。またオザルは，１９８５年には経済協力機構（Economic Cooperation

Organization: ECO）（５）の，１９９２年には黒海経済協力機構（Organization of the Black

Sea Economic Cooperation: OBEC）の設立に主導的な役割を果たすなど，これらの

国々との経済関係を促進する国際的な枠組みの構築にも尽力した。ただし，オ

ザルは１９８７年に当時の ECに加盟申請を行うなど，対欧米関係の拡充についても
積極的であったことに注意が必要である。

このような，対欧米関係を中心としつつ中東諸国などとの経済関係も模索す

る対外政策方針は，親イスラーム的な RP・エルバカン連立政権による一時的な
脱欧米・中東諸国偏重の時期を除き，その後も１９９０年代を通して継続した。エ

ルバカン退陣後のユルマズ連立政権（Mesut Yılmaz，１９９７年６月～１９９９年１月）な
らびにエジェヴィト連立政権（１９９９年１月～２００２年１１月）において外相を務めた

ジェム（

・

Ismail Cem）も，オザル同様中東諸国との経済関係の発展をめざしたが，

やはり依然として対外政策の比重は欧米に大きく傾いていた。そのためジェム

の政治的な功績は，トルコの EU加盟候補国としての地位の獲得（１９９９年１２月）
や，当時悪化していた（６）ギリシャとの関係改善など，ヨーロッパ諸国との関係に

強く結び付いたものとなっている。

このような経済分野での変化に加え，１９９０年代後半には，冷戦後も継続した

NATOの枠組みのもとで，安全保障の分野でもトルコの対中東政策に変化がみ
られるようになった（７）。これは，当時活動を活発化させていたクルディスタン労

働者党（Partiya Karkerên Kurdistan: PKK）によるクルド民族の分離独立をめざす

武装闘争と，世俗主義「体制」を脅かすイスラーム的な反動勢力（irtica）が国内

第２章 「アラブの春」をめぐるトルコの対外政策
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安全保障の最も重大な脅威となっていたことに起因するものである。後に詳述

する，トルコの安全保障政策方針を規定する国家安全保障政策文書（Millî Güvenlik

Siyaset Belgesi: MGSB），通称「赤本」（Kırmızı Kitap）では，１９９７年版においては
このふたつが等しく最優先で対処すべき国内脅威として指摘され（Hürriyet,４

November,１９９７），当時シリアとイランがそれに密接に結び付く国外勢力とみな

されていた。そのため，とくにユーフラテス川の水資源問題の外交交渉カード

として PKKを支援していたシリアに対しては，これに先立って軍主導のもと締
結されたイスラエルとの軍事協力協定（１９９６年）に基づき強い圧力をかけるなど

の対策を講じた。これが功を奏し，１９９８年にはシリアは保護していた PKKの指
導者オジャラン（Abdullah Öcalan）を国外追放し，翌年のオジャラン逮捕につな

がったとされる（Altunı�ık and Martin２０１１，５７５―５７６）。

第２節 「アラブの春」前のエルドアン政権と対中東政策

１．エルドアン政権による対外政策方針の転換と国内情勢

このような，あくまでも対欧米関係を柱とし，中東地域への関与は安全保障

の分野に限られるというトルコの従来の対外政策方針は，AKPが単独政権を樹
立して以降，とくにダヴトオールのもとで大きな転換を迎えた。つまり，冷戦

の終結を経てもなお継続していた強い欧米志向から，欧米に比重をおきつつも

中東諸国を含むそれ以外の国や地域にも同様に目を向け安全保障以外の分野で

も積極的に関与していく対外政策の「多角化」と，その安定的な運営を支える

「ゼロ・プロブレム外交」の時代を迎えることになったのである。これは同時

に，ダヴトオールがトルコの地政学的・歴史的ポテンシャルを活用することで

達成可能だと考えた，国際社会・地域社会における地位向上を目標とするもの

であった。

ただし，AKPが政権の座について直ちに，対外政策における転換がみられる
ようになったわけではない。短期間のギュル政権期（Abdullah Gül，２００２年１１月～

２００３年３月）（８）およびエルドアン政権第１期目（２００３年３月～２００７年８月）には，

AKPは一院制の議会において５５０議席中３６３議席（得票率３４．３％）を獲得しオザル
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時代・ANAP以来の単独政権を担うこととなったが，まずは軍をはじめとする
世俗主義「体制」との摩擦を回避しつつ政権の安定を図ることが優先された。

その後，政権第２期目（２００７年８月～２０１１年７月）に，３４１議席（得票率４６．７％）（９）

を占めるに至り，国内に十分な基盤を得たエルドアン政権は，対外政策の「多

角化」と「ゼロ・プロブレム外交」の展開に向け本格的に舵を切ることとなっ

たのである。

ここでは，経済と安全保障をめぐる，この時期の国内情勢に着目し，対外政

策方針の転換や対中東政策に与えたインパクトについて分析したい。

（１）経済

トルコ経済は１９８０年クーデター直前から自由化が推進され，オザル政権期に

おいても輸出志向型の構造改革が進められてきた。そのような方針のもと経済

を主導してきたのが，１９７１年に設立された大企業の連合体であるトルコ産業実

業家協会（Türk Sanayicileri ve

・

I�adamları Derne

^

gi: TÜS

・

IAD）である。イスタンブ

ルに本部をおく TÜS

・

IADは，ヨーロッパとの経済関係を重視するとともに EU
加盟を強く支持し，それを推進するトルコの世俗主義「体制」と協調関係にあっ

た。しかしその一方で，国土の大半を占めるアナトリア半島の中小企業は，

TÜS

・

IADや既存の経済構造のもとで十分な成長を遂げることができなかった。
それらのうち，保守ないし親イスラーム的な中小の製造業者は１９９０年に独立産

業実業家協会（Müstakil Sanayici ve

・

I�Adamları Derne

^

gi: MÜS

・

IAD）を設立し，「体

制」から距離をおく RPや AKPなどの政党を支持してきた（Tür２０１１，５９０）。と
くに AKPに対しては，MÜS

・

IADは結党当初から組織だけではなく個人レベルに
おいても「新興の敬虔なブルジョワジーの党」としての AKPを強力に支援して
きた（Gümü�çü and Sert２００９，９６４）。また，２００５年に設立され約５万の企業家が
加盟するトルコ実業産業家連合（Türkiye

・

I�adamları ve Sanayiciler Konfederasyonu:
TUSKON）も，対外経済関係を調整する中小企業団体として，エルドアン政権の

経済政策を海外との関係において支えてきた（Atlı２０１１，１２４）。
政権を獲得した AKPは，政権を維持するうえで重要な支持基盤であるこれら

の団体の要請，すなわち自らの製品を輸出する新たな市場の開拓に応える必要

があった。また一方では，エルドアン政権は民営化をはじめとする経済自由化

に意欲的に取り組んできたものの，トルコ経済の長年の課題である輸入超過傾
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向の解消を達成できずにいた。これらの問題を解決するため，さらなる輸出振

興策の強化が企図され，その結果，依然として開拓の余地が十分に残されてい

る輸出先市場としての中東諸国の重要性が高まるに至ったのである。この中東

諸国市場の開拓は，支持基盤である中小企業団体の要請と結び付くことで，政

権の重要政策のひとつとなっていった。

（２）安全保障

安全保障の分野では，実際の担い手である軍の政治への関与の減退というか

たちで，政軍関係に変化が生じた。トルコ軍は，共和国建国以来３回のクーデ

ター（１９６０・１９７１・１９８０年）を含む政治介入をたびたび行っており，１９６１年に閣

議の諮問機関として設置された国家安全保障会議（Millî Güvenlik Kurulu: MGK）

とその段階的な権限拡大を通して長らく合法的に政策決定過程に加わってきた。

しかし，２０００年代に入り EU加盟のための民主化改革が進められると，軍はMGK
の権限縮小や関係諸機関の文民化を通して制度面において著しく政治への影響

力を失うこととなった。エジェヴィト連立政権によって２００１年１０月に実施され

た憲法改正では，MGKに関する第１１８条の改正によりその構成が文民多数とな
るとともに，１９８２年憲法下でその決議が閣議に「優越」するとされていた規定

が「勧告」へと変更され，権限の縮小が初めて試みられた。

こうした改革はエルドアン政権以降さらに推進された。２００３年７月の法改正

では，MGKが設立当初の「諮問機関」としての性格に戻され，開催頻度も毎月
から隔月へと変更された。また同時に，MGK事務局がMGK決議の履行を追跡
監視する権限は廃止され，事務局長への文民の任命も可能となった。実際に２００４

年８月には，文民として初めて前ギリシャ大使のアルポガン（Mehmet Yi

^

g

it Alpogan）がMGK事務局長に就任した。続く２００４年７月の法改正では，参謀本
部やMGKが教育・放送・出版を監督する諸機関に委員（あるいは委員候補）を
指名する権限が廃止され，２００５年７月の憲法改正では軍関係予算が会計検査の

対象となった（間２００７，１５４―１６５；岩坂２００８，９３―９４）。さらに，２００６年４月の法

改正と２０１０年９月の憲法改正では，軍事法廷の管轄縮小など司法に対する軍の

影響力の排除・縮小が行われた。

このような，EU加盟を旗印としたMGKや軍に関連する制度改革が実施され
る一方で，国内外の脅威を規定しその優先順位と対応策を示す政策文書である
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MGSBについては，エルドアン政権第１期目においてはあまり変化がみられず，
安全保障政策策定の核となる部分は依然軍が主導権を握ったままであった。MGSB
は，法的根拠がなく最高機密とされることからしばしば「秘密憲法」（gizli

anayasa）とも称されるもので（１０）（Ergin２００４），不定期に改訂されるこの文書は，

参謀本部が起草した後，MGK事務局が取りまとめたうえでMGKが承認し，閣
議によって最終決定されるかたちですべての関係機関の活動に対し効力を有し

ている。MGSBを通して実行される国家安全保障政策は，国家安全保障会議お
よび国家安全保障会議事務局法（Millî Güvenlik Kurulu ve Millî Güvenlik Kurulu

Genel Sekreterli

^

gi Kanunu，１９８３年 法律第２９４５号）第２条 b項によると，「国家安
全保障を保護し国家目標に到達するために，MGKの見解を受けた閣議によって
策定される国内・対外・防衛行動の原則を定める政策」と定義されており（Akay

２００９，１１），MGSBはトルコの安全保障政策方針を全面的に担うものとなってい
る。

MGSBは近年では１９９７，２００１，２００５，２０１０年に改訂されたが（１１），ここではエ
ルドアン政権期にあたる２００５，２０１０年版に関して検証したい。２００５年版はグロー

バル・テロリズムへの対応を理由に２００４年から改訂準備が行われてきたもので

あり（Bila２００４），国内脅威としてはクルド分離主義・イスラーム的反動勢力が

引き続き最優先課題に挙げられた。またクルド分離主義との関連が報じられる

極左勢力も脅威として指摘された一方で，極右勢力については脅威から監視対

象に位置づけが変更された（Akay２００９，１１―１２）。また，テロに関する章では「宗

教的動機を利用するテロ組織」という表現がみられるが，具体的にアルカーイ

ダとヒズボッラーの名を挙げており，限定的に用いようとする意図がみえる

（Ergan and Yılmaz２００５）。国外脅威としてはギリシャやイラン・イラク・シリア
が挙げられ，ほかに水資源問題や経済問題が安全保障問題に発展しうる潜在的

な課題として指摘された。また，EU加盟をめざす姿勢の継続が確認されたこと
や，初めて非対称脅威についても言及されたことも特筆に値する。２００５年版の

このような特徴と，MGKでの策定過程で PKKによるテロの再燃が多く議題と
なっていたことを考慮すると（Özcan２００６，３５―３８），クルド問題がこの時期のト

ルコの安全保障における事実上最大の懸案事項であったということができる。

２００５年版MGSBは，前述のように軍主導で策定され，「国内安全保障の脅威に
対する軍事力の行使，必要とみなされた際に脅威を排除するための（軍による）
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行政の掌握」という文言に変更案があったにもかかわらず維持されていること

からも（Zeyrek２００５），制度的な民主化改革を経た後も，この時点ではトルコの

政軍関係はその政策的中心となる安全保障分野において依然軍優位であったと

いえる。しかしこのような状況は，２０００年代後半に実施された制度的改革と，

それをふまえた２０１０年版の改訂によって劇的に変化した。

２０００年代後半には，軍は国民からの支持といった非制度面においても政治へ

の影響力を著しく失うこととなった。国民の軍に対する信頼は依然として高い

水準にあったものの，２００７年４月に当時のギュル副首相兼外相が次期大統領と

なることが確実視されていた状況下で，これに反対する参謀本部がウェブサイ

トで軍事介入の可能性を示唆したいわゆる「電子書簡」（e-muhtıra）をめぐって
は，軍と同様にアタテュルク主義を標榜する市民団体からも軍の姿勢と「書簡」

内容に対しきわめて強い非難が上がった（岩坂２００８，９４―９６）。この出来事は，ト

ルコにおいて軍はアタテュルク主義を掲げていてももはや絶対的な存在ではな

く，いかなる理由においても軍の政治介入を嫌う民主主義的価値観が，国民の

間に根付きつつあることを示しているといえる。これら多くの制度・非制度面

における変化によって，軍の政治への影響力は多くの分野でいっそう減退する

こととなった。

そして，軍が直接主導できるほぼ唯一の領域となったMGSBも，次第に策定
の主導権が文民へと移っていった。２００５年版MGSBがMGKにおいて承認され
た直後に，過去７年間活動を休止していた対テロ闘争高等委員会（Terörle

Mücadele Yüksek Kurulu: TMYK）が当時のギュル副首相兼外相のもとで活動を再

開し，PKK対策の中心に位置づけられるようになった。また２００６年５月には，
文民である首相が安全保障により積極的に関与する目的で，TMYK事務局とし
て安全保障総局（Güvenlik

・

I�leri Genel Müdürlü

^

gü: G

・

IGM）が設置され，危機管理

センター（Ba�bakanlık Kriz Yönetim Merkezi: BKYM）も国内安全保障政策策定過
程のさらなる文民化をめざして設置された（�arlak２００９，１０７―１０８）。
こういった過程を経て策定された２０１０年版MGSBは，従来と異なり文民であ

るエルドアン政権の主導によってまとめられ，その意向を色濃く反映したもの

となった。EU加盟をめざすことなど従来と変わらず維持された部分も存在した
が，注目すべき新しい特徴としては，�これまで定義が曖昧なまま用いられて
きた「反動勢力」という文言を削除し「宗教を利用する急進的宗教組織」（din
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istismarı ile a�ırı dinci örgütler）という表現に変更，�極左と PKKのテロ活動を
脅威として指摘，�民主主義体制への支持とその脅威としてクーデターを評価，
�ロシア・ギリシャ・イラク・イランを国外脅威から協力関係を構築すべき対
象へと変更，という点が挙げられる（Karata�２０１０）。この改訂によって，MGSB
を根拠に AKP自身が反動勢力としてクーデターで排除される可能性がきわめて
小さくなった。また，PKKを含むクルド問題は依然重大な脅威として存続する
こととなり，一方では近隣諸国と関係改善を進める素地が形成されることとなっ

たのである。

２．「アラブの春」前のエルドアン政権の対中東政策とその成果

エルドアン政権において行われた対外政策方針の転換は，このような国内情

勢を重要な背景として実際の政策に移されることとなった。

まず経済においては，輸出主導型の成長戦略を反映し輸出額全体において顕

著な増加傾向がみられるが，とくに中東諸国（図中では出典元の原語「Yakın ve
Orta Do

^
gu」を直訳し「中近東」と表記）への輸出割合が著しく増加することとなっ

た（図１・図２）。そしてそのなかでも，イラクやイラン，UAE，サウジアラビ
ア向けの輸出がとりわけ増加していることがわかる（図３・図４・図５）。一方，

図１ トルコの地域別輸出額，１９９６～２０１２年
（単位：１００万米ドル）

・（出所） T.C. Türkiye Istatistik Kurumu（2013 a）より筆者作成。
（注） １）EU加盟国は年によって変化。ヨーロッパ（ＥU以外）はロシア・ウクライナなどを

含む。２）北アフリカ：セウタ・メリージャ・モロッコ・アルジェリア・チュニジア・リ
ビア・エジプト。３）中近東：コーカサス諸国・アラビア半島諸国・イラン。
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EUへの輸出は，２００８年頃から輸出額全体に占める割合としては明らかに減少傾
向にあるといえる。

また，輸入額全体についても同様に増加傾向がみられ，中東諸国の占める割

合もわずかながら増加している（図６・図７）。国別にみた場合には，天然ガス

や原油を供給するイランからの輸入額増加が最も顕著である（図８・図９・図１０）。

EUからの輸入は，輸出と同様その割合が減少傾向にある。「ヨーロッパ（EU
以外）」や「その他」はロシアや中国からの輸入額の大幅な増加に伴い，輸入額

に占める割合にも変化が認められる。

図２ トルコの地域別輸出割合，１９９６～２０１２年
（単位：%）

・（出所） T.C. Türkiye Istatistik Kurumu（2013 a）より筆者作成。
（注） １）EU加盟国は年によって変化。ヨーロッパ（EU以外）はロシア・ウクライナなどを

含む。２）北アフリカ：セウタ・メリージャ・モロッコ・アルジェリア・チュニジア・リ
ビア・エジプト。３）中近東：コーカサス諸国・アラビア半島諸国・イラン。

図３ トルコの国別輸出額・北アフリカ諸国，１９９６～２０１２年
（単位：１００万米ドル）

・（出所） T.C. Türkiye Istatistik Kurumu（２０１３b）より筆者作成。
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これらの統計から導き出すことのできる傾向は，トルコは少なくとも経済的

には単純な「脱欧米・中東諸国偏重」ではなく明確な「多角化」の方向にある

ということである。確かに，２００８年以降中東諸国向けの輸出額の割合は増加し

ているが，依然として EUの割合が最も高いことに注意したい。輸入に関しても，
EUの存在感はいまだ非常に大きく，経済の面でもやはり不可欠なパートナーで
あることは明らかといえよう。

安全保障にかかわる分野ついては，次第に軍ではなく文民政府の主導のもと，

前述の経済動向と連動してバランスをとった対外政策が展開されるようになっ

た。国内のクルド問題をめぐる最も重要な関係国であるイラクとは，２００３年の

イラク戦争後に設置された北イラクのクルド自治地域であるクルディスタン地

図４ トルコの国別輸出額・近隣諸国，１９９６～２０１２年
（単位：１００万米ドル）

・（出所） T.C. Türkiye Istatistik Kurumu（２０１３b）より筆者作成。

図５ トルコの国別輸出額・湾岸諸国等，１９９６～２０１２年
（単位：１００万米ドル）

・（出所） T.C. Türkiye Istatistik Kurumu（２０１３b）より筆者作成。
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域政府（Kurdistan Regional Government: KRG）を中心に緊密な連携を維持してき

た（１２）。１９９９年の PKK指導者・オジャランの逮捕ならびにそれに続く「停戦宣言」
と過去最長となる４年半以上の「停戦期間」（１３）は，国内の民主化の進展と相まっ

てトルコ政府の国内のクルド問題への非軍事的アプローチを可能とし（Altunı�ık
２００６，１９１），２００４年のクルド語放送・出版の解禁などを経て，２００５年８月にトル

コ南東部クルド地域最大の都市ディヤルバクルでエルドアンが行った，民主的

図６ トルコの地域別輸入額，１９９６～２０１２年
（単位：１００万米ドル）

・（出所） T.C. Türkiye Istatistik Kurumu（２０１３c）より筆者作成。
（注） １）EU加盟国は年によって変化。ヨーロッパ（EU以外）はロシア・ウクラ

イナなどを含む。２）北アフリカ：セウタ・メリージャ・モロッコ・アルジェ
リア・チュニジア・リビア・エジプト。３）中近東：コーカサス諸国・アラビ
ア半島諸国・イラン。

図７ トルコの地域別輸入割合，１９９６～２０１２年
（単位：%）

・（出所） T.C. Türkiye Istatistik Kurumu（２０１３c）より筆者作成。
（注） １）EU加盟国は年によって変化。ヨーロッパ（EU以外）はロシア・ウクラ

イナなどを含む。２）北アフリカ：セウタ・メリージャ・モロッコ・アルジェ
リア・チュニジア・リビア・エジプト。３）中近東：コーカサス諸国・アラビ
ア半島諸国・イラン。
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図８ トルコの国別輸入額・北アフリカ諸国，１９９６～２０１２年
（単位：１００万米ドル）

・（出所） T.C. Türkiye Istatistik Kurumu（２０１３d）より筆者作成。

図９ トルコの国別輸入額・近隣諸国，１９９６～２０１２年
（単位：１００万米ドル）

・（出所） T.C. Türkiye Istatistik Kurumu（２０１３d）より筆者作成。

図１０ トルコの国別輸入額・湾岸諸国等，１９９６～２０１２年
（単位：１００万米ドル）

・（出所） T.C. Türkiye Istatistik Kurumu（２０１３d）より筆者作成。
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手段を用いた国内クルド問題解決のための方針演説（Keskin and Akıner２００５）に
至った。ここで示された方針は，２００７年総選挙でクルド系の民主社会党

（Demokratik Toplum Partisi: DTP）が議会に事実上２０議席を確保したことで現実

味を帯び，２００９年７月には「民主的開放」（demokratik açılım）と題した国内クル
ド問題の平和裏の解決のための具体的な政策案に結実した。このような国内の

クルド問題に対するトルコ政府の劇的な方針転換は，前述の政軍関係の変化と

ともに，KRGとの経済的なつながりを基礎とした地域安定に向けた協力関係の
構築があってはじめて可能となったものである。そのような観点からすると，

２００５～２００７年の PKKによるテロの一時的な増加は，クルド問題に対する非軍事
的手段の台頭への反発の表出とみることもできるだろう。

こうしたクルドをめぐる関係は，経済的に重要なパートナーとなったイラン

との関係にも影響を及ぼしている。成長するイランとの経済関係の維持に加え，

KRG地域やシリアでの PKKおよびクルディスタン自由生命党（Partiya Jiyana
Azad a Kurdistanê: PJAK）の活動を抑制するには，トルコ・イラン相互の協力が

地域安定に不可欠である。そのため，エルドアン政権はイランの核開発をめぐ

る問題では，EU・アメリカと決定的な対立を回避しつつ国際的・地域的地位向
上も視野に入れた調停外交を展開している。２０１０年６月には，仲介役をともに

務めるブラジルと同様，国連安全保障理事会によるイランへの追加制裁決議に

反対票を投じ，以降の制裁に関しても基本的には反対の立場をとることで，経

済・安全保障分野におけるイランとの良好な関係の継続が期待されている。ま

た，エルドアンとバッシャール・アル＝アサドとの家族ぐるみの関係を含め，

近年急速に発展してきた対シリア関係では，拡大する経済関係のなかでトルコ

はクルド人が多く住むシリア北部・北東部への投資を強化している（�岡２０１２，

６７―６８）。これについては，トルコ国内でクルド人が多く住む南東部地域の開発を

めざし，地域間格差の解消からクルド問題へのアプローチを試みる南東アナト

リア計画（Güneydo

^

gu Anadolu Projesi: GAP）と同様の発想を指摘することもでき

よう。

他方で対イスラエル関係は，２００９年１月のダヴォス会議においてエルドアン

がペレス大統領の発言を遮りガザ侵攻を強く非難したことや，２０１０年５月にト

ルコの人権団体が乗った抗議船がイスラエル特殊部隊の発砲を受け９名の死者

が出たいわゆる「マーヴィ・マルマラ号事件」を契機に急速に悪化した。２０１１
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年９月には，両国の外交関係は事務次官レベルにまで引き下げられ，軍事協力

協定も凍結されることとなった。この背景としては，イラン・イラク・シリア

との経済・安全保障関係の改善でクルド問題に一定の効果がみられたこと，そ

してトルコ国内での軍の影響力の衰退により，多くの世論がもつ反イスラエル

感情を公にしやすくなったことなどが要因として挙げられるだろう。しかし一

方で，兵器の納入に関する契約は履行され，両国の貿易額にも大きな影響はみ

られないなど，二国間の経済的な関係は変わらず継続している。

このようにエルドアン政権は，オザル政権期から徐々に構築されてきた中東

諸国との経済関係を強化し，とくに隣国に関してはクルド問題に代表される安

全保障を中心とした対外政策を展開してきた。この意味においては，ダヴトオー

ルが掲げる対外政策の「多角化」のなかで，「ゼロ・プロブレム外交」が次第に

実現しつつあったといえる。

第３節 「アラブの春」後の変化とその方向性

１．「アラブの春」後の国内情勢の変化

こうした経済と安全保障を軸とする「多角化」した対外政策の安定的な展開

は，中東地域を席捲した「アラブの春」と重なるかたちでエルドアン政権が第

３期目に入った２０１１年７月以降，大きく揺らぐこととなった。そこではやはり，

周辺諸国の変化だけではなく，国内の経済・安全保障の変化も重要な要因となっ

たのである。

トルコ経済は年５～９％の実質成長率を維持するなど，概して順調に発展し

ていた。しかし従来からの輸入超過傾向は継続しており（図１・図６），それを

少しでも補うためには，中東諸国へのさらなる輸出が求められ，また同時に中

東地域の安定がよりいっそう必要となった。

そして安全保障面では，対外政策にインパクトを与えるふたつの重要な出来

事が２０１１年に起こった。ひとつ目は，７月末に当時のコシャネル参謀総長（I�ık
Ko�aner）と陸海空軍の各司令官が，AKP政権に対するクーデターを２００３年に画
策した罪で起訴されている現役将校の勾留に抗議し電撃的に辞任，後任として

第２章 「アラブの春」をめぐるトルコの対外政策

53



AKPの政策に寛容であるとされるジャンダルマ司令官のオゼル（Necdet Özel）
が新参謀総長に就任したことである。「鉄槌」（Balyoz）のコードネームで知られ

ることとなったこの対 AKP政権クーデター計画は，２０１０年頃から捜査が開始さ
れ順次裁判が行われているが，証拠不十分で法的に不当であるとして軍は現役

将校の勾留には強く反発してきた。そうした状況下でのコシャネルと３軍司令

官の辞任は，結果としては軍の「敗北」として受け止められ，オゼル新参謀総

長の傾向もあってこの後は文民優位の政軍関係がいっそう安定し，政府の政策

立案・実行における自律性が大きく前進したと考えられる。事実これ以降，国

民と軍との関係を規定する徴兵制の見直しなどが行われた。同年１１月には，希

望者への代替制度として兵役金納制が導入され，翌２０１２年５月には徴兵制の改

正に関する具体的な議論が開始された。また１９８０年クーデターの首謀者に対す

る裁判や１９９７年の RP連立政権辞職に関する軍の政治介入についての捜査も開始
され，これまでクーデターの根拠ともなってきたトルコ国軍国内任務法（Türk

Silahlı Kuvvetleri

・

Iç Hizmet Kanunu，１９６１年 法律第２１１号）第３５条の改正も視野に

入れられるなど（I�ık２０１１），文民優位の政軍関係が広く印象付けられることと
なったのである。

ふたつ目は，２００９年末の DTPの解党以来停滞していた「民主的開放」プロセ
スでのエルドアン政権とクルド勢力との交渉が，２０１１年６月総選挙で事実上２９

議席を獲得し第４党となったクルド系の平和民主党（Barı�ve Demokrasi Partisi:
BDP）の強気な要求によって一時決裂状態に陥ったことである。これを受けるか

たちで，同年１０月には PKKテロが再燃し，南東部を中心に対立が再度激化する
こととなった（１４）。これは後述するように，国内のクルド問題が国外のクルド問

題とリンクして展開したものであり，エルドアン政権の「アラブの春」後の対

中東政策に重大な影響を与えることとなったのである。

２．「アラブの春」後のエルドアン政権の対中東政策

それでは実際，「アラブの春」を受けてエルドアン政権の対中東政策はどのよ

うに変化したのだろうか。

経済については，「アラブの春」による政権交代を経験した国々との貿易額は，

エジプトへの輸出が増加傾向にあるとともに，リビアへの輸出が回復している。
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一方，チュニジア・イエメンへの輸出ならびにエジプトからの輸入には大きな

変化がみられない（図３・図５・図８・図１０）。またシリアに関しては，輸出入と

もに落ち込んでいる（図４・図６）。その他の国々では，イラク・イランへの輸

出が著しく増加し，UAEへの輸出は急激に回復，サウジアラビアへの輸出も順
調に拡大している（図４・図５）。輸入に関しては，とくに UAEに大幅な増加が
みられる一方で，イランの減少が指摘できよう（図９・図１０）。

また，トルコの海外直接投資（FDI）先国に関しても，貿易額とおおむね同様

の傾向がみられる。「アラブの春」経験国ではエジプトに少額ながらコンスタン

トに FDIが行われているが，その他では UAEとイラクへの FDIが目立ち，そ
れにサウジアラビアが続いている（図１１・図１２・図１３）。ただし，これらの国々へ

の FDIの占める割合は，トルコの全 FDIからみるときわめて小さいことにも注
意が必要である（１５）。

安全保障においては，「アラブの春」の影響を当初は大きくは受けなかったも

のの，シリアがこれに巻き込まれ内戦化した後には国内のクルド問題に直結す

る状況となり，それまでの「ゼロ・プロブレム外交」による安定したバランス

が困難に直面することとなった。その結果，後述するように最終的にエルドア

ンはアサド政権に退陣を要求するに至った。実際，トルコでも多く開催されて

いる反政府勢力の会合では，「アサド後」のシリアの在り方としてクルド問題を

どのように解決するかが重要な議題となっており（青山２０１１，４９―５０），「アラブ

の春」が隣国シリアを巻き込んだことで，トルコ国内のクルド問題を中心とす

る安全保障は一転して脅かされることとなったといえる。また，アサド政権と

反政府勢力との交戦によって空白地帯となったシリア北部は，トルコで一般に

PKKの関連組織とみなされている民主統一党（Partiya Yekîtiya Demokrat: PYD）
が実効支配しているとされ（Çandar２０１２），国内の PKKの活動に影響を与えて
いると考えられる。今後のシリア情勢とそこでのクルド勢力の方針によっては，

エルドアン政権はこれまで以上に安全保障において厳しい対応を迫られる可能

性もあるだろう。

またこのような困難な状況下にあって，エルドアン政権は国際的・地域的地

位の維持や向上という観点から，最終的には欧米・NATOの動向を重視してい
る。リビアの場合は，シリアと同様あるいはそれ以上に経済関係が強く，カッ

ザーフィー政権との間には約１５０億米ドルの契約が結ばれ，政変直前のリビアに
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図１１ トルコによる国別 FDI・北アフリカ諸国，２０１０～２０１２年
（単位：１００万米ドル）

（出所） T.C. Merkez Bankası（２０１３）より筆者作成。

図１２ トルコによる国別 FDI・近隣諸国，２０１０～２０１２年
（単位：１００万米ドル）

（出所） T.C. Merkez Bankası（２０１３）より筆者作成。

図１３ トルコによる国別 FDI・湾岸諸国等，２０１０～２０１２年
（単位：１００万米ドル）

（出所） T.C. Merkez Bankası（２０１３）より筆者作成。
（注） イエメンはデータなし。
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は約２万５０００人のトルコ人労働者が滞在していた。しかしリビアが内戦化する

と，エルドアン政権は自国民の救出を終えた後は，「カッザーフィー後」のリビ

アでの権益確保や国際社会との協調を意図し，欧米諸国が公に反政府勢力を支

援し始めると迅速にこれに対応した。シリアの場合には，隣国でありクルド問

題が関係するために国内情勢への直接的な影響が懸念されたが，２０１１年１１月に

はエルドアンとギュルがともにアサド退陣を求める声明を出し，アラブ連盟の

対シリア制裁を受けるかたちでトルコも制裁を発表した（Milliyet,１December,

２０１１）。

欧米諸国の動向がトルコに重要な判断を促すという展開は，イランへの対応

においてもみられる。トルコは調停者の立場から，核問題をめぐる EU・米の対
イラン制裁には参加しないと繰り返し主張してきたが，トルコが原油輸入量の

約３５％を依存してきたイラン産原油輸入の禁止措置や国際銀行間通信協会

（Society for Worldwide Interbank Financial Telecommunication: SWIFT）の電子送金

ネットワークからのイランの排除を受けて，リスク分散を念頭においた「エネ

ルギー供給国の多角化」を決断することとなった。２０１２年３月末には，旧国営

でトルコ最大の石油化学・輸出企業であるトルコ石油精製所株式会社（Türkiye

Petrol Rafinerileri A.�.: TÜPRA�）がイランからの原油輸入量の２０％削減を打ち出

し，またユルドゥズ・エネルギー天然資源相（Taner Yıldız）はイランに代わる原
油供給国としてリビアとサウジアラビアを挙げ，とくにサウジアラビアとは長

期契約の交渉を開始したことを明らかにした（Hürriyet,３０March,２０１２; Milliyet,

１２June,２０１２）。またサウジアラビアは，オゼル参謀総長が軍最高位として約２０年

ぶりに訪問し軍首脳らと会談するなど，安全保障の分野においても注目を集め

つつある（Radikal,２０November,２０１２）。とはいえ，イランとの関係が希薄になっ

たわけではなく，SWIFTからイランが排除された後も両国間では金を媒介とし
た貿易・経済関係が継続するなど（Milliyet,８July,２０１２），むしろイランの経済・

安全保障における重要性が再確認されるに至っている。

おわりに

このように，チュニジアやエジプト，リビア，イエメンなどと違い，地理的
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に隣接しクルド問題という共通の問題を抱えているシリアに飛び火した段階で，

「アラブの春」はトルコにとって喫緊の安全保障上の問題へと転化した。実際，

ほかの中東諸国と異なり，トルコの場合は「アラブの春」を受けて政権が危機

にさらされる可能性はほとんどないに等しかった。しかし，シリアの内戦化に

よって近隣諸国にまたがったクルドをめぐる環境が不安定になり，国内のクル

ド問題の再燃を招いたことによって，もはや近隣諸国との関係は現実的に「ゼ

ロ・プロブレム」ではいられなくなったといえよう。そして，安全保障環境で

生じた変化は経済にも少なからぬ影響を与えることとなった。

シリアとシリア国内のクルド勢力の不安定化は，KRGやイランとの関係を少
しずつ揺るがし，エネルギー資源を大きく依存するイランへの国際社会の制裁

も重なって，エルドアン政権は，経済（とくにエネルギー供給）・安全保障におい

てより安定した湾岸諸国との関係強化にも取り組みつつある。トルコは湾岸諸

国との間ではシリアと異なりクルド問題のようなセンシティヴな懸案を抱えて

おらず，その点互いに脅威となる可能性は低い（Ba�kan２０１１，１５９―１７３）。また，

湾岸諸国にとって，トルコはイランのカウンターバランスとしての役割も期待

されている。２００８年９月には，トルコは湾岸協力会議（Gulf Cooperation Council:

GCC）との基本合意書によって加盟国外で初の経済・安全保障の戦略パートナー

となっており（Larrabee２０１１，６８９），貿易・投資や軍事協定を含むさまざまな分

野での両者の関係発展の環境は整っているといえる（１６）。

「アラブの春」によって経済・安全保障環境が著しく変化し，一部再検討を余

儀なくされたトルコの対中東政策は，対外政策の「多角化」の一環で湾岸諸国

を視野に入れ，「アラブの春」後の新たな地域秩序の構築を意識し始めている。

その一方で，シリア情勢とクルド問題を今後，可能なかぎり自国に有利なかた

ちで安定させることも，当面の最重要課題である。２０１３年初頭には，BDP議員
らによる獄中のオジャラン訪問が数回にわたって実現し，３月２１日（ノウルー

ズ）（１７）には PKKに武装解除と国外退去を指示するオジャランのメッセージがBDP
議員によって公開されるという，国内のクルド問題における新たな変化が生じ

た（Radikal,２１March,２０１３）。国内の政軍関係が文民優位で安定し，文民が自律

的に対外政策を策定し実施できる状況にある現在，エルドアンとダヴトオール

の手腕はこれまで以上に試されているといえよう。
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〔注〕
�１ いずれも購買力平価。
�２ 本章における「親イスラーム」とは，厳格な世俗主義を建国理念のひとつとするトルコに
おいて，しばしばそれを超える範囲でイスラーム的な主張を行う傾向を指すものとする。ト
ルコの場合，たとえばシャリーアの適用などを公然と唱えることは現実的に困難であり，ほ
かのムスリムが大多数を占める国々とは状況が大きく異なることに注意されたい。
�３ ここでいう「現代文明」とは，通常「西洋社会」と同義であると考えられており，アタテュ
ルクの演説においてもヨーロッパを中心とした西洋を念頭に置いていたことが分かる。Türkdo

^

gan（１９９８，４３８―４４０）などを参照のこと。
�４ １９５５年の設立当初は中東条約機構（Middle East Treaty Organization: METO）。１９５９年に
イラクが脱退するまではバグダード条約機構という名でも知られる。
�５ 原加盟国は，トルコ・イラン・パキスタン。１９９２年には，新たに独立したアゼルバイジャ
ンや中央アジア５カ国（ウズベキスタン・カザフスタン・キルギスタン・タジキスタン・ト
ルクメニスタン）ならびにアフガニスタンが加盟した。
�６ エーゲ海の無人島であるカルダク島（Kardak，ギリシャ名 Imia）の領有権をめぐる争い
（１９９５～１９９６年）や，トルコ政府が逮捕を目指していた PKKの指導者オジャランの逃亡に
ギリシャ政府が関与したことなどから，当時のトルコ・ギリシャ関係は極めて困難な状況に
あった。
�７ １９９０年代前半までのオザルの時代においても，対米関係を重視し軍の意向を無視するかた
ちで湾岸戦争（１９９０～１９９１年）に関与を強めるなどの動きはみられた。オザルは当時参謀総
長にトルムタイ（Necip Torumtay）を任命したが，湾岸戦争への関与をめぐって衝突し，ト
ルムタイは任期満了前に辞任した。
�８ エルドアンは，イスラームを利用し人々を煽動した罪により１９９７年に実刑判決を受け被選
挙権を剥奪されていたため，AKPが単独与党となった直後は，副党首であったギュルが短
期間首相を務めた。被選挙権剥奪を定めた憲法第７６条が議会において改正された後，エルド
アンは補欠選挙で国会議員に当選し，２００３年３月にギュルから首相職を引き継いだ。

�９ トルコの現在の選挙制度では比例代表制が採用されると同時に，全国での得票率が１０％に
満たない政党は議会に議席を獲得することができない。そのため，政党の得票率の分布によっ
ては，得票率の増加が議席数の増加に結びつかない場合が生じる。また，無所属候補の場合
は全国ではなく選挙区において得票率が１０％を超える必要がある。

�１０ MGSBの存在自体は現在MGK事務局や大統領府のウェブサイトなどにおいても言及され
ているが（Millî Güvenlik Kurulu Genel Sekreterli

^

gi, Sıkça Sorulan Sorular http://www.
mgk.gov.tr/Turkce/sss.html ; T.C. Cumhurba�kanlı

^

gı, MGK’da Yeni Millî Güvenlik Siyaseti
Belgesi Uygun Bulundu http://www.tccb.gov.tr/haberler/170/77759/mgkda-yeni-milli-
guvenlik-siyaseti-belgesi-uygun-bulundu.html），実物は依然非公開である。しかし概要につ
いては，１９９０年代後半頃から閣僚発言などを通じて次第に報道されるようになった。
�１１ MGSBは，１９６４年に初めて作成されて以降，１９６９，１９７３，１９８４，１９９１年にも改訂された。
１９９７年版についてはHürriyet,３November,１９９７;４November,１９９７;５November,１９９７，
２００１年版については Yeni�afak,１２August,２００１などを参照のこと。
�１２ トルコ国内のクルド問題や PKKに対するトルコ政府と KRGとの関係・取り組みについて
は，Aras（２０１１）および澤江（２０１２a）を参照のこと。

�１３ トルコ政府はこれらの「停戦宣言」や「停戦期間」に合意しているわけではなく，PKK
からの一方的なものであることに注意されたい（Ünal２０１２,２１;１３２―１４３）。
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�１４ トルコ国内のクルド勢力の関係や PKKの活動方針については，澤江（２０１２b）を参照のこ
と。
�１５ たとえば，２０１０年のトルコによる全 FDIにおけるこれらの国々の割合は約９．４％，２０１１年
は約０．６％，２０１２年は約２％となっている（T.C. Merkez Bankası２０１３）。

�１６ トルコと湾岸諸国との関係発展を模索する研究やレポートは，「アラブの春」後も多く出
版されており，期待の大きさをうかがわせる。たとえば Ataman and Demir（２０１２）などを
参照のこと。
�１７ トルコ語ではNevruz，クルド語（クルマンジ）ではNewroz。イラン暦の元日だが，春分
の日として，イランだけではなく周辺諸国やコーカサス，中央アジアなどでも祝われる。ク
ルドでは重要かつ象徴的な祭日とされ，トルコ国内ではこの日にクルド民族主義運動が盛り
上がりを見せることが多い。近年は，トルコでも国民融和を目的として公式に祝われること
が増えている。
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付記

２０１３年４月以降，トルコ国内において情勢を左右するいくつかの重要な出来

事が生じた。これらは対外政策にも一定程度の影響を与えるものと考えられる

ので，以下に述べておきたい。

まずひとつは，クルド問題解決プロセスの進展である。５月初旬から開始さ

れた PKK武装メンバーの北イラクへの国外退去は，AKP・エルドアン政権が進
めてきた解決プロセスが具体的に動き始めたことを意味する。獄中のオジャラ

ンと BDP議員との会談はその後も継続しており，政権は BDPと協議を重ねな
がら国外退去の完了を見定め，次の段階であるより民主的な法制度整備に取り

掛かると思われる。

このような進展は，イラク・シリアなど隣国との関係にも影響を及ぼした。

イラクに関しては，PKKの受け入れをめぐってこれにおおむね好意的な KRG
と批判的なイラク連邦政府との間の温度差がいっそう顕著となっている。両者

は，北イラクからトルコへのエネルギー資源輸出をめぐっても軋轢を抱えてお

り，エルドアン政権は KRGとの良好な関係を維持するためには，イラク連邦政
府やその背後のアメリカにも配慮しなければならない状況にある。またシリア

では，PKKの関連組織である PYDが，PKKの受け入れを認めた KRG（とくに
バルザーニー大統領と彼が党首を務めるクルディスタン民主党）と国境を越えて対立

する状況となっている。このことは，５月中旬にトルコのシリア国境付近の街・

レイハンル（Reyhanlı）で５０名以上が死亡した爆破テロにシリア情報機関の関与
が疑われていることと合わせて，エルドアン政権のシリア情勢への対応を強硬

なものとさせている。

もうひとつは，５月末からイスタンブル新市街・ゲズィ公園（Gezi Parkı）を
中心に全国へと拡大した大規模な抗議運動である。公園を含む都市再開発に反

対する環境保護活動家の抗議を出発点としたこの運動は，警官隊が催涙ガスや
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放水によって強制的に彼らの排除を試みたことで，次第に反政府的色彩を強め

ていった。６月中旬までに行われた複数のアンケート調査（１）によると，抗議運動

参加者は比較的高学歴で２０代前半の若者たちが中心となっており，エルドアン

政権による「自由の抑圧」，すなわち政治による「個人の領域」の侵犯を最大の

抗議理由としている。ただ一方で，こうした抗議は現政権が推進してきた「民

主化」を経て初めて可能となったことも事実であることから，この抗議運動は

「一定の『民主化』を果たした社会におけるさらなる『民主化』要求」とみな

すことができるだろう。

ゲズィ公園抗議運動そのものは，全国的には AKPへの支持が依然優位である
こともあり（２），直接トルコの対外政策に影響を与えるものではないと考えられる。

しかし，そうした背景のもとで６月末に生じた，クルド人の多く住むディヤル

バクル県リジェ（Lice）でのジャンダルマ施設建設に対する抗議運動は，前述の

クルド問題解決プロセスをめぐるクルド人のエルドアン政権への不信感の発露

ともとらえることができるものである。プロセスの進展においてエルドアン政

権と BDPが協力関係を維持できるか否かをひとつの手掛かりとして，イラク・
シリア情勢との相互作用のなかで，今後のトルコの対外政策の展開を注視する

必要があるだろう。

〔注〕
�１ たとえば，KONDA 2013. Gezi Parkı Ara�tırması: Kimler, Neden Oradalar ve Ne

・

Istiyorlar?
（http://www.youtube.com/watch?v=5zP6TnfALQU）; MetroPOLL 2013.Gezi Parkı Protestoları.
（http://www.metropoll.com.tr/report/gezi-parki-protestolari-haziran-2013）など。
�２ Milliyet, 13 June 2013.
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